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第１ 総 則 

１ 趣 旨 

この通達は、海上自衛隊における隊員の退職管理業務の実施に関し必要な事

項について定める｡ 

２ 用語の定義 

この通達において、次の各号に掲げる用語の意義は､当該各号に定めるとこ

ろによる｡ 

(1) 部隊等の長 

海上自衛官の勤務時間及び休暇に関する達(昭和３８年海上自衛隊達第１

５号) 第２条第２号に規定する部隊等の長をいう｡ 

(2) 就職援護担当部隊等 

海上幕僚監部人事教育部（以下「海幕人教部」という。)、各地方総監部、

航空補給処、各航空群、各教育航空群、各基地隊(沖縄基地隊を除く。)及び

第２４航空隊をいう。 

(3) 地方総監等 

各地方総監､航空補給処長､各航空群司令､各教育航空群司令､各基地隊司令

（沖縄基地隊司令を除く｡) 及び第２４航空隊司令をいう｡ 

(4) 就職援護隊員 

他の隊員についての就職の依頼等の規制を適用しない隊員を定める訓令

（平成２７年防衛省訓令第３５号。以下「訓令」という。）第３条に規定す

る就職援護隊員をいう。 

(5) 援護業務課長等 

就職援護担当部隊等において、就職援護を実施する海幕援護業務課長、各

地方総監部援護業務課長並びに各航空基地隊、各基地隊（沖縄基地隊を除

く。）、航空補給処及び第２４航空隊に勤務する先任の就職援護隊員をいう｡ 

(6) 就職援護担当官等 

就職援護担当官及び就職援護担当官補佐をいう。 

(7) 退職管理業務 

離職後の求職活動に関する承認手続等、再就職規制違反行為に係る調査へ

の協力、就職援助業務、就職援助の効果を高める業務、防衛大臣への届出等

及び報告に関する業務をいう。 

(8) 就職援助業務 

就職援護､職業訓練､退職管理教育、進路相談及び定年前異動をいう｡ 

(9) 就職援護 
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就職援護隊員が実施する就職の依頼等(訓令第２条第４項に規定する就職

の依頼等をいう。)及び求人票・求職票を援護協会等に取り次ぐことをいう。 

(10) 担当地域 

就職援護担当部隊等の長が就職援護を担当する地域をいう｡ 

(11) 担当部隊 

就職援護担当部隊等の長が就職援護を担当する部隊をいう｡ 

(12) 援護協会等 

一般財団法人自衛隊援護協会（以下「援護協会」という。）又は防衛省が

契約する有料職業紹介事業者（職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第

３０条の規定に基づき有料の紹介事業を行うもの。）をいう。 

(13) 若年定年等隊員 

自衛隊法(昭和２９年法律第１６５号)第６５条の２第２項第１号に規定す

る若年定年等隊員をいう。 

(14) 就職援助施策対象隊員 

関連文書１第３第１項に規定する隊員をいう。 

(15) 職業紹介希望隊員 

関連文書１第２第１項に規定する隊員をいう。 

(16) 職業紹介希望退職者 

関連文書１第２第１項に規定する者をいう。 

(17) 管理職隊員 

１等海佐（以下「１佐」という。）（三）及び行政職（一）７級（相当級を

含む。）以上の隊員をいう。ただし、１佐（三）及び行政職（一）７級（相

当級を含む。）の者は、俸給の特別調整額がⅡ種以上であった者に限る。 

 

第２ 任 務 

１ 海上幕僚監部人事教育部長(以下「海幕人教部長」という。) 

海上自衛隊の退職管理業務に関して､次に掲げる業務を実施する｡  

(1) 退職管理業務全般に関する指導・監督 

(2) 離職後の就職に関する規制及び届出の周知に関すること。 

(3) 隊員の求職の承認手続きに関すること。 

(4) 再就職者による依頼等の承認に関すること。 

(5) 違反行為に係る防衛人事審議会との調査協力に関すること。 

(6) 再就職等の届出手続き及び確認に関すること。 

(7) 再就職後の公表に関すること。 

(8) 就職援助業務に関する諸計画の策定、分析及び報告に関すること。 
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(9) 援護協会等との協力、連絡調整等に関すること。 

２ 各地方総監 

警備区（自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）別表第４に定められ

た区域をいう。）の退職管理業務に関して､次に掲げる業務を実施する｡ 

(1) 退職管理業務全般に関する指導・監督 

(2) 離職後の就職に関する規制及び届出の周知に関すること。 

(3) 隊員の就職の承認手続きに関すること。 

(4) 違反行為に係る防衛人事審議会との調査協力に関すること。 

(5) 再就職等の届出手続き及び確認に関すること。 

(6) 就職援助業務に関する諸計画の策定、分析及び報告に関すること。 

(7) 援護協会等との協力、連絡調整等に関すること。 

(8) 就職援護の担当地域及び担当部隊等の指定に関すること。 

３ 就職援護担当部隊等の長（海幕人教部長及び各地方総監を除く。) 

担当部隊の退職管理業務に関して、次に掲げる業務を実施する｡ 

(1) 退職管理業務全般に関する指導・監督 

(2) 離職後の就職に関する規制及び届出の周知に関すること。 

(3) 違反行為に係る防衛人事審議会との調査協力に関すること。 

(4) 再就職等の届出手続き及び確認に関すること。 

(5) 就職援助業務に関する諸計画の策定、分析及び報告に関すること。 

(6) 地方総監から指示のあった就職援助業務（就職援護を除く。）に関すること。 

(7) 援護協会等との協力、連絡調整等に関すること。 

４ 部隊等の長 

  次に掲げる業務を実施する｡ 

(1) 就職援助の重要性を十分に認識し、就職援助施策対象隊員の再就職の希望

状況を的確に把握し、隊員の就職援助業務の円滑な推進に関すること。 

(2) 離職後の就職に関する規制及び届出の周知に関すること。 

(3) 就職援護担当官等の指定 

５ 就職援護担当官等 

(1) 就職援護担当官 

  分隊長に対し、以下に関する指導・監督を行う。 

ア 離職後の就職に関する規制及び届出の周知に関すること。 

イ 届出に関すること。 

ウ 就職援助施策対象隊員の再就職の希望状況の把握 

エ 各援護業務課、各就職援護室及び部外の専門的知識を有する者との連携 

(2) 就職援護担当官補佐 
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就職援護担当官が実施する業務の補佐を行う。 

 

府令第４０号。以下「施行規則」という。）第６５条の４第２項に規定する

「利害関係企業等に対する求職承認申請書」（施行規則別記様式第１）に、施

行規則第６５条の４第３項に規定する文書を添付し、また、一般定年等隊員

のうち３佐以上の自衛官及び行政職（一）５級(相当級を含む。)以上の事務

官等は、内閣官房令・防衛省令第１号（以下「共同命令」という。）第１条第

２項に規定する「利害関係企業等に対する求職承認申請書」（共同命令別記様

式第１）に、共同命令第１条第３項に規定する文書を添付し、海幕人教部長

に提出するものとする。 

(2) 海幕人教部長は、前号により受領した申請書の確認を行い、海上幕僚長に

報告するものとする。 

 ２ 再就職者による依頼等の規制に係る例外承認手続 

海幕人教部長は、隊員であった者であって離職後に営利企業等の地位に就い

ている者（以下「再就職者」という。）から、施行規則第６５条の６第２項に規

定する「再就職者による依頼等の承認申請書」（施行規則別記様式第２）、若し

くは共同命令第２条第２項に規定する「再就職者による依頼等の承認申請書」

（共同命令別記様式第２）の提出を受けたときは、当該申請の確認を行い、海

上幕僚長に報告するものとする。  

   

第４ 再就職等規制違反行為に係る調査への協力 

再就職等監察官から若年定年等隊員等に関する調査の協力依頼、又は内閣府

に属する再就職等監察官から一般定年等隊員等に関する調査の協力依頼を受け

た部隊等の長は、当該調査に協力するものとする。 

 

第５ 就職援助業務 

 １ 就職援護 

(1) 対象者 

ア 海幕人教部が担当する就職援護の対象者は、２等海佐（以下 「２佐」と

いう。）（隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７年

第３ 離職後の就職活動に関する承認手続等 

１ 在職中の求職規制に係る例外承認手続 

(1) 在職中に利害関係企業等に求職を行おうとする場合、３等海佐（以下「３

佐」という。）以上の若年定年等隊員は、自衛隊法施行規則（昭和２９年総理 
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防衛庁訓令第６６号）第１０条第１項第３号の規定により退職時に２佐に

特別昇任した者を除く。以下同じ。）以上の職業紹介希望隊員及び職業紹介

希望退職者とする。 

イ 就職援護担当部隊等（海幕人教部を除く。）が担当する就職援護の対象者

は、３佐（隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７

年防衛庁訓令第６６号）第１０条第１項第３号の規定により退職時に２佐

に特別昇任した者を含む。以下同じ。）以下の職業紹介希望隊員及び職業紹

介希望退職者とし、担当部隊は、各地方総監が定める。 

ウ 関連文書１第２第１項に規定する職業紹介希望退職者に対し、引き続き

就職の依頼等を行う期間は関連文書２に基づき、退職又は免職後おおむね

６月とする。ただし、就職援護担当部隊等の長が、これにより難い特別の

事情があると認められる場合には、その都度、海上幕僚長に別紙様式によ

り申請するものとする。 

(2) 担当地域 

ア  海幕人教部の担当地域は全国とする。 

イ  就職援護担当部隊等(海幕人教部を除く。)の担当地域は、警備区ごとに

各地方総監が定める。 

 (3) 援護協会等との連携等 

      就職援護担当部隊等の長は、就職援護隊員が行う就職の依頼等の効果的な

実施を図るため、援護協会等、関係省庁（地方に置かれるものを含む。）、地

方自治体その他の関係機関と密接に協力するものとする。 

  (4) 援護協会等及びその他の援護協議機関との連携 

    関連文書１により設置し、開催される会議等への参加は次のとおりとする。 

ア 中央連絡会議 

海幕人教部長が指定する者 

イ 都道府県自衛隊退職予定隊員就職連絡会議 

就職援護担当部隊等の長が指定する者 

ウ 地域雇用協議会自衛隊退職予定隊員就職援護部会 

就職援護担当部隊等の長が指定する者 

  (5) 求職手続等 

      求職手続等は、次のとおりとする。 

ア 就職援護担当部隊等の長は、若年定年等隊員の再就職希望等に関する事

前調査を実施し、援護実施方針の策定に資するものとする。 

イ 部隊等の長は、若年定年等隊員に調査票、必要に応じ履歴書及び求職票

を作成させ、２佐以上の隊員については海幕人教部長に、３佐以下の隊員
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については所在地の就職援護担当部隊等の長に送付するものとする。 

ウ 就職援護担当部隊等の長は、受領した調査票に基づき職業紹介希望隊員

及び職業紹介希望退職者の就職援護を就職援護隊員に行わせるものとする。 

エ 就職援護担当部隊等の長は、調査票の就職希望地が自らの担当地域以外

の場合、当該希望地の就職援護担当部隊等の長に就職援護を依頼すること

ができる。 

オ 海幕人教部長及び各地方総監は、職業紹介希望隊員及び職業紹介希望退

職者の再就職希望地が遠隔地である等の理由から海上自衛隊の就職援護担

当部隊等が就職援護を実施できない場合は、事前に調整の上、当該地域を

警備担当区域とする陸上自衛隊方面総監へ就職援護を依頼することができ

る。 

(6) 利害関係確認表の取扱い 

ア ３佐以上の職業紹介希望隊員及び職業紹介希望退職者は、関連文書１第

２第２項第２号の手続きに従い、職業紹介を希望する営利企業について、

利害関係確認表を作成し、海幕人教部長に提出するものとする。 

イ 海幕人教部長は、利害関係を確認した後、就職援護担当部隊等の長に送

付する。 

(7) 紹介状の使用 

    就職の依頼等に当たっては、援護協会等の発行する紹介状を使用する。 

(8）職業紹介等の機会の確保 

     部隊等の長は、退職後職業紹介を受けることができることを前提に、就職 

援助施策対象隊員が不利益を受けることがないよう当該隊員の職業紹介及び 

その他の就職援助の機会の確保に努めるものとする。 

 

 ２ 職業訓練 

 (1) 職業訓練の実施基準及び内容 

      職業訓練の実施基準は別表第１のとおりとし、内容は次のとおりとする。 

    ア 技能訓練 

(ｱ) 部内技能訓練 

       海上自衛隊の教育課程等を活用して公資格を取得させる。 

(ｲ) 部外技能訓練 

         受け入れ人数等の関係により部内技能訓練で実施できないもの及び部

内技能訓練の訓練課目にないものについて、各地方総監又は他自衛隊が

公共職業能力開発施設(職業能力開発促進法(昭和４４年法律第６４号)第

１６条に規定する公共職業能力開発施設をいう。)、職業訓練施設(職業
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能力開発促進法第２５条に規定する職業訓練施設をいう。)その他職業能

力の開発及び向上について適切と認める施設に委託し、当該施設等の教

科基準により技能訓練を実施する。 

(ｳ) 車両（自動車）操縦訓練 

   自動車操縦免許を取得させるため、部内の施設又は部外の指定自動車

教習所（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９９条第１項に規

定する指定自動車教習所をいう。）での実技及び学科教育を実施する。 

イ  防災・危機管理教育 

防災行政の仕組み及び国民保護計画等の専門的知識を付与するための防

災・危機管理教育を部内者及び部外講師による教育、部外研修等により実

施する。 

ウ 通信教育 

若年定年等隊員が退職後就職するために必要な技能について、国、地方

公共団体又は民間が行う資格試験等に合格すると認められる程度の能力を

付与することを基準として、通信教育を受講させる。 

(2) 職業訓練の対象者 

別表第２を標準とする。 

(3) 受講機会の均衡 

各地方総監は、職業訓練の実施に際し、訓練希望者の教育訓練又は勤務に

よる公資格の保有状況を勘案し、公資格の未保有者を優先して受講させる等、

受講機会の均衡に配慮するものとする。 

 ３ 退職管理教育 

(1) 業務管理教育 

      社会への適応性を啓発するとともに、中高年齢者であること等から生じる

困難な問題を解決するための知識及び退職後の生活の安定を図るために必要

な知識を付与するため、術科学校等を利用して、次の教育を部内者及び部外

講師により実施する。 

ア  上級管理講習 

実施者は、第２術科学校長とし、対象者は、別表第２のとおりとする。 

イ 中級管理講習  

    実施者は、各術科学校長及び佐世保教育隊司令とし、対象者は、別表第

２のとおりとする。 

(2) 就職補導教育 

退職後の就職に当たって参考となる社会労働情勢等職業選択に必要な知識

を付与するため、就職補導教育を部内者及び部外講師による講話、部外研修
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等により実施する。 

      実施者は、就職援護担当部隊等の長(海幕人教部長を除く。)とし、対象者

は、別表第２のとおりとする。 

(3) 遠隔地就職補導訓練 

      就職援助施策対象隊員が、遠隔地での就職を希望する場合に、当該遠隔地

における就職相談、企業の見学等を実施することで円滑な就職の準備に資す

るため実施する。 

       実施者は、就職援護担当部隊等の長(海幕人教部長を除く。)とし、対象者

は、別表第２のとおりとする。 

 ４ 進路相談 

(1) 就職援護担当部隊等の長は、就職援助施策対象隊員の就職、生活設計等の

相談に関して部外の専門的知識を有する者を有効に活用するものとする。 

(2) 就職援護担当官は、就職援助施策対象隊員が就職、生活設計等の相談に関

し、部外の専門的知識を有する者と連携を図るものとする。 

 ５ 定年前異動 

    部隊等の長は、就職援助施策対象隊員が就職活動、住宅の確保、退職後の生

活の安定等を図るため、退職後の生活予定地の最寄部隊への異動を希望する場

合、任命権者に定年退職前異動の調整を行うものとする。 

 

第６ 就職援助の効果を高める業務  

 １ 就職援護広報 

就職援護担当部隊等の長は、各種団体、企業主等に対し、自衛隊及び自衛隊 

員に関する理解と評価を得て、若年定年等隊員の就職基盤の拡充を図るため、

必要な広報活動を行うものとする。ただし、就職援護隊員以外の隊員が就職の

依頼等を行えると解してはならない。 

２ 将来設計に関する教育 

 (1) 能力開発設計集合訓練 

定年退職おおむね１０年前の若年定年等隊員に対して、将来設計を立てる

ために必要な知識を付与し、自己の在り方の確立と能力開発を図る契機とす

るとともに、在職期間の職務への取組に対する個人の活性化を図る教育を実

施する。実施者は、就職援護担当部隊等の長とし、人数の都合等により当該

就職援護担当部隊等で実施できない場合は、最寄りの就職援護担当部隊等の

長に依頼することができるものとする。 

(2) 任期制士将来設計教育 

      任期制自衛官（自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第３６条の規定に
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より任用期間を定めて任用されている隊員をいう。）に対し、近い将来の計画

を立てるために必要な知識を付与し、自己の在り方の確立と能力開発を図る

契機とするための教育を部内者及び部外講師により実施する。実施者は、就

職援護担当部隊等の長とし、人数の都合等により当該就職援護担当部隊等で

実施できない場合は、最寄りの就職援護担当部隊等の長に依頼することがで

きるものとする。 

３ 研修等への参加 

       地方総監が必要と認める場合は、地方自治体等が行う再就職に関する研修等

に、若年定年等隊員を参加させることができるものとする。 

４ 就職援護情報の活用 

就職援護担当部隊等の長は、退職管理業務を効率的に実施するため、人事シ

ステム内の就職援護機能を使用し必要な事務処理を行うとともに、当該機能に

おいて取り扱う情報を適正に維持しなければならない。 

５ 追跡調査研究 

就職援護担当部隊等の長は､退職管理業務の適正化及び改善を図るため､雇用

情勢の把握及び就職実績の分析に努めるとともに､就職援助施策対象隊員及び離

職者に対し､再就職､生活設計等に関する意識の実態調査を実施するものとする｡ 

 

第７ 防衛大臣への届出 

 １ 在職中に再就職の約束をした場合の届出 

(1) 在職中に再就職の約束をした幹部自衛官及び行政職(一)３級（相当級を含

む。）以上の事務官等は就職援護担当部隊等を経由し海上幕僚長に、准尉以下

の自衛官及び行政職(一)２級（相当級を含む。）以下の事務官等は就職援護担

当部隊等を経由し地方総監に、施行規則第６５条の１１第２項に規定する

「在職中に再就職の約束をした場合の届出」（施行規則別記様式第４）を届け

出なければならない。 

(2) 地方総監は、当該届出を海上幕僚長に送付するものとする。 

(3) 当該届出をした隊員は、官職、約束前の求職開始日以後の隊員としての在

職状況及び職務内容、離職予定日、再就職予定日、再就職先の名称及び連絡

先、再就職先の業務内容及び再就職先の地位に変更が生じた場合は、施行規

則第６５条の１１第３項に規定する「変更届出」（施行規則別記様式第５）を

第１号に準じ、届け出なければならない。 

(4) 当該届出をした隊員は、離職までに約束の届出に係る約束が効力を失った

ときは、施行規則第６５条の１１第４項に規定する「失効届出」（施行規則別

記様式第６）を第１号に準じ、届け出なければならない。 
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２ 管理職隊員であった者が再就職しようとする場合の届出 

(1) 海幕人教部長は、施行規則第６５条の１３第４項に規定する「管理職隊員

であった者が再就職しようとする場合の届出」（施行規則別記様式第７）を管

理職隊員であった幹部自衛官又は、管理職隊員であった事務官等から就職援

護担当部隊等を経由し受けたときは、当該届出の確認を行い、海上幕僚長に

報告するものとする。 

(2) 当該届出をした元隊員から、施行規則第６５条の１３第５項に規定する

「変更届出」（施行規則別記様式第８）、若しくは施行規則第６５条の１３第 

６項に規定する「失効届出」（施行規則別記様式第９）が提出された場合も同

様とする。 

 ３ 管理職隊員であった者が再就職した場合の届出 

海幕人教部長は、施行規則第６５条の１５第２項に規定する「管理職隊員で

あった者が再就職した場合の届出」（施行規則別記様式第１０）を管理職隊員で

あった幹部自衛官又は、管理職隊員であった事務官等から就職援護担当部隊等

を経由し、受けたときは、当該届出の確認を行い、海上幕僚長に報告するもの

とする。 

 

第８ 報 告 

就職援護担当部隊等の長は､就職援助業務に関し必要な報告を行うものとする｡ 

 

第９ 委任規定 

この通達の実施に関し必要な細部については、海幕人教部長が定める｡
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別紙様式  

 
 
 
 海  上  幕  僚  長  殿  
 
                  就職援護担当部隊等の長  

 
 
就職の依頼等を行う期間延長について（上申）  

 
標記について、関連文書に基づき、下記のとおり上申する。  
 

記  
 

氏    名   
退  職  年  月  日   

所属・階級（退職時）   
延長期間（年月日）   

延  長  理  由   
備    考   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連文書：海幕援第１３０号（２９．５．２６）  
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別表第１

訓練課目 実施者 参加要件

調理師

　多人数に対し飲食物を
調理し、供与する施設又
は営業（厚生労働省令に
よる）において２年以上
調理業務に従事した者

危険物取扱者（乙種）

２級ボイラ技士 第２術科学校長

ガス溶接技能者 第２、第３術科学校長

高圧ガス製造保安責任者
（乙種機械責任者）

高圧ガス製造保安責任者
（第３種冷凍機械責任者）

一般毒物劇物取扱者

体育施設管理士

電気工事士

ＪＩＳ溶接工技術検定
（電弧溶接基本級）

公害防止管理者
（水質関係第４種）

消防設備士
（乙種第６類）

　職業能力開発校等(職業
能力開発促進法に定める公
共職業能力開発施設及び事
業主等が設置する職業能力
開発を行うために設置した
施設並びに援護協会が指定
する学校をいう。)と委託
契約した課目

就職援護担当部隊等の
長（海幕人教部長を除
く。）

　他自衛隊が実施する訓練
課目

陸上自衛隊又は航空自
衛隊の計画による。

車両（自動
車）操縦訓練

大型自動車運転免許等
就職援護担当部隊等の
長（海幕人教部長を除
く。）

陸上自衛隊の計画による。

陸上自衛隊各方面総
監、航空自衛隊中部航
空警戒管制団司令、海
上自衛隊第１及び第３
術科学校長

通信教育

　社会教育法（昭和２４年
法律第２０７号）第５１条
に規定する学校、その他職
業能力の開発及び向上につ
いて適切と認められる施設
と委託契約した通信課目

各地方総監

技
 
能
 
訓
 
練

職業訓練実施基準

部内技能訓練

部外技能訓練

第２、第３術科学校長

第３術科学校長

第２術科学校長

第４術科学校長

区　分

防災・危機管理教育
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別表第２

３佐以上 １尉以下

部　内 ×

部　外 △

車両（自動車)操縦訓練

防災・危機管理教育

上級管理講習
○

（２佐以上）

中級管理講習
○

（３佐）
×

就職補導教育

遠隔地就職補導訓練

海士(任期制)

○

×

　　　　　　　　　○
　（部内及び部外の技能訓練のうち
    いずれか１課目１回のみ）

× ○

×

退
職
管
理
教
育

○：対象者　×：対象者外　△：一部対象（訓練可能課目については、海幕人事教育部長が
示す。）

職業訓練及び退職管理教育の対象者

職
業
訓
練

技
能
訓
練

通信教育

○
（原則１課目１回のみ）

○

業
務
管
理
教
育

区　　　分

対象者（就職援助施策対象隊員）

幹部
准曹

○
（原則１課目１回のみ）


